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 ２０１５年８月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女

性活躍推進法」という）は、男女共同参画社会基本法の基本理念に則り、自らの意思によっ

て職業生活を営み、又は営もうとする女性が個性と能力を十分に発揮して職業生活におい

て活躍することについて、国、地方公共団体、国民が担う責務を明らかにし、２０１６年４

月より１０年間をかけて集中的かつ計画的に取り組むために制定されました。 

  

 「南あわじ市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」は、女性活躍

推進法第１５条に基づく特定事業主行動計画として、南あわじ市役所の職員を対象に策定

するものです。本市においては、事業主の責任のもとに、職場全体でこの計画を推進してい

くこととします。 

 

 正規職員、非正規職員といった任用形態にかかわらず、職場において女性が力を十分に発

揮できる環境及び体制づくりを推進します。また、すべての職員が、働き方改革に取り組み、

仕事と家庭を両立できる環境を整備することにより、活力あふれる職場づくりに努めてま

いります。 

 

 本計画の推進を通じ、活気ある職場づくりと職員の意欲の向上に取り組み、市民サービス

の一層の向上に繋げてまいります。 

 

  

 

 

 

 



 

１．計画期間 

   本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月 31日までの５年間とする。 

 

２．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

   本市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、検討委員会を設置し、

本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評

価等について協議を行うこととしている。 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

 女性職員の活躍に関する状況把握、課題分析 

   法第 15条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定

事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27 年内閣府令第 61 号。以下「内閣府

令」という。）第２条に基づき、市長部局、市議会事務局、教育委員会事務局、監査委

員事務局、農業委員会事務局の全部局において、女性職員の職業生活における活躍に関

する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った。 

 

（１）採用の女性割合（全部局） 
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（２）継続勤務年数の割合（全部局） 

（単位：年、％）
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（３）職員一人当たり各月ごとの超過勤務時間（全部局） 

（単位：時間）
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（４）管理的地位にある女性職員の割合（全部局） 

（単位：人、％）
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（５）各役職段階に占める女性職員の割合（全部局） 
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（６）男女別の育休取得率・平均取得期間（全部局） 

 

（単位：人、％、月）
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（７）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率・平均取得日数（全部局） 

 

（単位：人、％、日）
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女性職員の活躍に向けた目標 

   当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定する。 

   なお、この目標は、市長部局、議会事務局、教育委員会事務局、監査委員事務局、農

業委員会事務局の全部局における共通した目標として位置付け、女性職員の職業生活

における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も

大きな課題に対応するものから順に掲げている。 

 

（１）各役職段階に占める女性職員の割合を増やすための支援 

    課長級以上になると、女性職員の割合が低い。女性職員の昇任意欲を高める取り組

みも必要であるため、管理的地位へ登用される女性職員の育成（キャリア形成支援）

に取り組む。具体的には、女性のキャリアアップの意識を高め、リーダーシップ等の

手法を身につけることを目的とした、女性職員のみを対象とする研修を実施する。 



 

（２）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得の促進 

    男性職員が、子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、子どもを持つことに

対する喜びを実感するとともに、出産後の配偶者を支援するため、次のような取り組

みを行う。 

    ① 配偶者が出産する男性職員に、配偶者出産休暇や子の看護休暇等の特別休暇 

について周知し、取得促進を図る。 

    ② 男性職員の配偶者の出産をサポートするため、妻の入院等から産後２週間の

うち「配偶者出産休暇（２日間）」に加え「育児参加休暇」を組み合わせて、

３日以上の休暇を取得するよう働きかける。 

 

（３）職員一人当たり各月ごとの超過勤務時間（全部局） 

    女性職員が活躍できる職場を作るためには、男女双方の職員の働き方改革による

ワーク・ライフ・バランスの実現が不可欠である。時間に制約のある職員を含む全て

の職員が十分な能力を発揮できるよう、時間外勤務の縮減に向けて、次のような取り

組みを行う。 

    ① 日ごろから定時退庁を呼びかけ、時間外勤務をする場合は、行うべき業務の 

範囲を明確にするなど、徹底して時間外勤務の縮減に取り組む。 

    ② 夜間の会議などで他律的、定期的な時間外勤務を余儀なくされる場合は、勤務

時間の割り振りの変更による遅出勤務を活用することを検討する。 

    ③ ノー残業デー（水曜日）については、引き続き庁内電子掲示板へ掲載するなど

庁内に注意喚起を行い、実施日には管理職の職員が巡回して退庁を促すなど、

実施を徹底する。 

    ④ 時間外勤務を縮減するために、既存の業務の見直しを行い、事務の簡素化、合

理化を推進する。 

 

（４）継続勤務年数の割合 

特に女性の離職率が高いということはないので、引き続き、女性の継続勤務年数が 

男性の８割を下回らないように努める。 

 

（５）男性の育児休業の取得促進 

    これまでに、育児休業を申請・取得した男性職員はひとりもいないのが現状である。 

配偶者の出産後、短期間でも育児休業を取得して夫婦で協力して子育てができるよ

うに、職場環境の整備に努める。 

    ① 短時間でも育児休業を取得できること等、対象者には制度の内容を周知する

とともに、男性職員が育児休業を取得しやすいように所属部署の協力を仰ぐ。 



    ② 制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇や子の看護休暇など、育児参加

のための休暇や制度を利用しやすいよう、庁内電子掲示板等を活用し、職員へ

の周知を徹底するとともに、必要に応じて、臨時的任用職員の任用により代替

要員の確保に努める。 

 

 

女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期 

３.で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

なお、この取組は、市長部局、市議会事務局、教育委員会事務局、監査委員事務局、農

業委員会事務局の全部局において、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関す

る状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も大きな課題に対応す

るものから順に掲げている。 

 

（１）係長以上の職員に占める女性の割合の向上 

① 女性職員に対し係長試験への受験を促し、管理職になる前段階に部下の育成や

業務のマネジメントの経験を積むことにより、その経験を管理職になった後に活

かせるようにする。 

② 管理職に昇任した際には、これまでの経験を活かして部下の育成やマネジメン

トをできるよう人員配置を行う。 

 

（２）男性が育児等へ参加しながら活躍できる職場環境の整備 

  ① 子どもの出生予定日がわかった男性職員は、出産予定日８週間前までに総務課

職員係への報告を求め、男性職員とその所属長に対し、妻の出産休暇、男性職員の

育児参加のための休暇、看護休暇など活用可能な休暇制度を個別に通知し、周知を

図る。 

 

② 妻の出産休暇、男性職員の育児参加のための休暇の取得率１００％を維持する。 

 

（３）ワーク・ライフ・バランスの推進、時間外勤務の縮減に向けた取組 

① 次世代育成支援対策推進法に基づき策定している新南あわじ市特定事業主行動

計画（後期計画）６（６）「時間外勤務の縮減」の実施により、時間外勤務の縮減

を図ります。 

 

（４）男性職員の育児休業取得の促進 

  ① 計画的な育児休暇及び育児休業の取得を促すとともに、休暇休業を取得しやす

い職場環境を整えるために、更なる周知啓発を行う。 


